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１　はじめに
　第 1 期目当時に引き続き、第 2 期目のトランプ（Donald Trump）米大
統領も「グリーンランドの所有と管理が世界秩序と自由のために絶対
的に必要だ」1 と主張し、グリーンランド島の買収等の企図を主張してい
る 2。また、「カナダから［米国への］全輸入品に関税を課されるのを［カ

1　BBC, 23 December 2024, https://www.bbc.com/news/articles/c791xy4pllqo (Accessed 16 
October 2025).

2　第 1 期目の主張については次の記事を参照。The Guardian, 18 August 2019, https://www.
theguardian.com/world/2019/aug/18/trump-considering-buying-greenland (Accessed 15 October 
2025). なお、本稿で紹介する日本語以外の参照記事等の日付については日本国内と海外の
時差により、1 日程度の表示の差異が起こり得る。
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ナダ側が］避けたければ、［米国の］51 番目の州になれば関税問題は起
こらない」3 と主張し、グリーンランドとカナダを事実上、米国に編入し
たいとの意思表明に出た。
　さらに、パナマ運河の管轄主権を取り戻す4等といった発言に加え、「メ
キシコ湾」を「アメリカ湾」に改名するとも繰り返し主張 5 した。特に、「メ
キシコ湾」の改名に関しては、大統領就任日であった 2025 年 1 月 20 日
に早くも他の複数の案件と共に大統領令に署名し、正式決定に漕ぎ着け
たほどの本気度であった 6。
　これらの主張に対し、米系メディアの一部等も皮肉る風刺画を発行し
ている。
　第 2 期目のトランプ政権発足後、共産党の統治下で抬頭する中国や独
裁化を強めるプーチン（Vladimir Putin）政権下のロシアによる勢力拡大
を抑え、下手をすれば沈みかける超大国としての米国の国際的影響力を
高めることで世界的安定化を目指すことが不可欠という情勢認識の下、
既述のようなトランプ政権に独特ないし前例破りとも言える新政策が打
ち出されている。世界各国に対する関税交渉もそのような文脈の一環を
成すものであり、日本にとっても対米関税交渉を巡る紆余曲折等が続い
てきたことは周知のとおりである。
　本稿ではそれらの諸課題の中でも、特に米国側によるグリーンランド
の所有という主張を巡る課題を取り上げ、歴史的経緯も紐解きながら整
理してみたい。

２　世界や日本の安全保障におけるグリーンランドの重要な立ち位置
　日本国内ではあまり知られていないが、グリーンランド島という世界
最大の島の戦略的立ち位置は北極海と大西洋に面する戦略的要衝である
だけでなく、今後の国際秩序を左右すると共に、日本の国家安全保障面

3　BBC, 11 March 2025, https://www.bbc.co.uk/newsround/articles/c99n7gmkmzzo (Accessed 15 
October 2025).

4　BBC, 8 January 2025, https://www.bbc.com/news/articles/c4gzn48jwz2o (Accessed 15 October 
2025).

5　The White House, 20 January 2025, https://www.whitehouse.gov/remarks/2025/01/the-
inaugural-address/  (Accessed 15 October 2025).

6　The White House, 20 January 2025, https://www.whitehouse.gov/presidential-actions/2025/01/
restoring-names-that-honor-american-greatness/ (Accessed 15 October 2025).
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でも直接的な課題となる。
　言うまでも無く、カナダやパナマの領有問題ないし主権問題も重要で
はあるが、いずれも南北アメリカ大陸内の問題であるのに対し、グリー
ンランドは目下、欧州連合（EU ＝ European Union）や北大西洋条約機構

（NATO ＝ North Atlantic Treaty Organisation）に属するデンマーク領であるこ
とから、欧州全体を巻き込むことになる問題であるだけに厳しい「米欧
対立」に発展している。そのような「米欧対立」がさらに深刻化した場
合には、トランプ政権が強い危機意識を抱いている筈の米中対立や米露
関係においても米国側が不利な立場に陥りかねないだけに敢えて本稿で
はグリーンランドを取り上げる。

３　気候変動による北極海航路周辺情勢への影響
　まず、世界全体の気候変動という大きな要因から、北極海では氷床が
かなり溶けつつあるため、冬期こそなおも船が通れないものの、夏季
にはロシア側の沿岸とカナダ側の沿岸の双方で航行が可能となっている

（地図 1 参照）。

　このような気候変動の影響により、北極海における各国の利権の調整

という課題が生じている。つまり、北極海航路の開通により、まずは輸
送業界のみならず、国際経済全体に大きな情勢変化が生じつつある。残
念ながら日本では未だあまり注目されていないが、近未来の国際政治・
経済情勢に地政学的な地殻変動が予想される事実に注目しておく必要が
ある。
　周知のように、現在の国際法下では北極点周辺や南極点周辺はどこの
国家の領土にも属さないことになっている。しかし、北極海では夏季に
通航可能になってきたことから、いわゆる主権管轄権が周辺国ごとに認
められるようになってきており、関係各国として 8 か国による北極評議
会 7 が 1996 年のオタワ宣言によって設立され、その合意に基づいて関係
各国がパトロール等を実施している。
　とは言え、ロシアや欧米諸国、カナダ等の間で軋轢が生じている他、
英国や中国も積極的にこの北極海周辺への参入を図っている。
　と言うのも、北極海航路は現在と将来の貿易面で重要性を増していく
だけでなく、軍事戦略面でも非常に重要になっていくことが明確だから
だ（地図 2 参照）。

7　外務省 HP 、「北極評議会（AC：Arctic Council）概要」、2023 年 5 月 30 日、https://www.
mofa.go.jp/mofaj/area/arctic/hokkyoku_hyougikai.html（アクセス日 : 2025 年 10 月 15 日）。

地図 1　北極海の海氷域縮小（左が冬期、右が夏期）

（註：G（黄色表示）はグリーンランド）
出所： National Snow and Ice Data Center, University of Colorado Boulder を KRA が加工

地図 2　北極海周辺の国・地域の地理的関係

出所：KRA 作成
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　グリーンランドの北部に基地を置いている米国側としては、この地域
周辺にロシアや中国が進出して来る事態を防止したいとの危機意識を強
めている。北極点の上空から地球儀を見れば地理的に明らかであるが、
ロシア側の沿岸航路はともかく、少なくともカナダ側の沿岸航路と北極
海の出入り口周辺の主導権を確保していきたい米国のトランプ政権とし
ては、グリーンランドやカナダの周辺への圧倒的影響力の確保・維持を
狙いたいのも分かり易い状況だ（地図 2 参照）。
　また、英国側がスコットランドに近い海軍基地に原子力潜水艦を保持
しているのみならず、デンマークやノルウェー、フランス等と共に同周
辺海域で共同訓練やパトロール等による牽制策を実施している。このた
め、ロシア側では自国のコラ半島（Kola Peninsula）等を中心とする沿岸
基地の艦船が大西洋側に出ようとしても、そこに英国海軍等が構えてい
るため、完全な自由航行は困難となっている（地図 2 参照）。このような
事情から、スカンジナビア諸国も含め同海域では緊張が高まっており、
ロシア側が開始したウクライナ戦争とも関わって非常に複雑な情勢が生
じている。
　一方、非北極圏国ではあっても英国や日本等の 12 か国が北極評議会
に常任オブザーバーとして参加しており、それらの中でも特に中国が「近
北極圏国」（Near-Arctic State）8 として積極的に動いていることについては、
米露両国ともそれぞれの立場から警戒している。
　第 1 期目のトランプ政権下で国務長官を務めたティラーソン（Rex 

Tillerson）氏は元々エクソン・モービル（Exxon Mobil Corporation）の会長
を長年にわたって務めていた当時、ロシア側の沿岸付近の海域で海底エ
ネルギー資源の開発を積極的に進めていた。これに対し、中国側はロシ
アの北極海沿岸地方で港湾を中心とする様々な陸上施設等といった戦略
的重要拠点を買い取っている（地図 3 参照）。
　つまり、米国側のロシア沿岸資源へのアプローチが海中を主体として
いるのに対し、中国側のそれは陸上の港湾施設等を中心としている。
　現在のロシア連邦内で北極海に面する長大な海岸線を有するシベリ
ア東部のサハ共和国（Republic of Sakha）＝ロシア語名はヤクーツィア

8　防衛省 HP、2019 年 6 月 14 日、https://www.mod.go.jp/msdf/navcol/index.html?c=topics&id=069
（アクセス日 : 2025 年 10 月 15 日）。

（Yakutia）では（地図 2 参照）、エネルギー資源からダイヤモンド、金、白金、
銀等に至るまでの豊富な地下資源埋蔵量を誇るため、ロシアそのものが
それらの貴重資源の産出国として知られる。特に、ダイヤモンドの例で
は、2023 年 9 月までの時点で全ロシアに占めるサハ共和国内の埋蔵量
が 82％に達するとの公称データも見られる 9 が、採掘量では非公式ベー
スで 90％～ 98％にも達するとされてきた。
　これに対し、中国側はロシアの輸出港も含めて戦略的要衝の確保を進
めているため、当然ながらロシアのプーチン大統領は自国の北極海沿岸
地方で港湾施設まで買い上げていく中国側の行動に対し強い不快感を抱
いている。しかしながら、特に 2022 年 2 月 24 日の対ウクライナ軍事侵
攻開始後には中国による対露協力も必要であるため、どうすることもで
きない状況だと言える。

9　The Representation of the MFA of Russia in Yakutsk, https://yakutsk.mid.ru/en/international/
about-region/ (Accessed 13 October 2025).

　2022 年 2 月にはロシア軍による対ウクライナ侵攻が開始されたこともあり、経済的・社会
的混乱の中でシベリア地方の正確な統計データが得られなくなっていると見られるため、
筆者は 2023 年後半以降の正確な統計値を見つけることが出来ていない。

地図 3　ロシア領の北極海沿岸における中国の買収施設等（⑥⑦⑬）

出所：The Heritage Foundation の地図（2016 年）を KRA が加工




